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社会経営研究２

▶ 1919年米国議会における国際連盟加盟反対派の論理　
―米国反国連論の源流―

吉田亮太

要旨
　国際組織としての国際連合(United Nations)は、世界的な安
全保障問題を解決する機関として、その実効性と正統性につい
て様々な批判を受けているが、その組織への論難は何も今に始
まったものではなかった。国際連合の前身である国際連盟
（League of Nations）においても、その成立過程において既
に現在の反国連論（この言葉は現存する国際連合への批判を意
味するが、その思想的潮流において国際連盟時代からの批判と
の連続性があるという考えを本稿において示す）批判の源流と
でもいうべき論理が見られていた。本稿はその最初期の議論、
米国上院におけるヴェルサイユ条約批准を阻んだ人々の行動の
背後にどのような論理と問題意識が存在したのかについて検討
したものである。
　米国上院における条約反対派が、上院外交委員長であったヘ
ンリー・カボット・ロッジ上院議員が中心として、1919年の議
会内外における論戦を通じて最終的にウィルソン大統領が望ん
だ原案通りの批准を阻んだことは周知の事実である。本稿はそ
の議会戦術の駆け引きの過程の分析のみにとどまらず、その行
動の根幹となった反対論の問題意識の中核が那辺にあったのか
について説明する。
　この事件について、日本における詳細な先行研究としては戸
波徹雄氏の「国際連盟加盟をめぐるアメリカ孤立主義の再抬

頭」(1980～1981)が挙げられ、大いに参考としたが、戸波論文
は反対派の論理の分析よりも、反対派が勝利するに至る経緯の
分析の方に力点がある上に、またウィルソンが国際連盟を創設
しようとした意図自体は正しく、それが無理解や誤解、アプロ
ーチの失敗によって残念ながら頓挫したという視点から記述さ
れているが故に、論理の分析においても反対派に対して不当に
否定的な評価を与えている1。
　本稿では経緯の分析よりも論理の分析により焦点をあて、反
対派の論理形勢に与えたセオドア・ルーズベルト元大統領（以
下TRと略す）の影響などを示すとともに、その後の国際連合否
定論、不要論の源流としてこの事件において問題となった根源
的な部分に焦点をあてて論じた。

［キーワード］国際連盟、国際連合、主権国家、超国家機関、
モンロー・ドクトリン、ヴェルサイユ条約

1. 反対派の問題意識形成

米国上院における条約反対派が、ヘンリー・カボット・ロッ
ジ上院外交委員長を中心として、1919年の議会内外における論
戦を経て、最終的にウィルソン大統領が望んだ原案通りのヴェ
ルサイユ条約批准を阻んだ。この経緯についての先行の議論
は、ロッジ達反対派の行動の動機を二つの次元から説明してい
る。低い次元のものとしては、ロッジ達の行動が「党派的」な
闘争や駆け引きによるとの説明がなされている2。その論拠とし
て、ロッジや彼の政治的盟友であり後盾でもあったTRのウィル
ソン大統領個人への嫌悪感や、彼らが属する共和党とウィルソ
ン大統領の属する民主党の党派的な争いであるという観点か
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ら、この条約批准問題の闘争が解釈されている。だが、ロッジ
やTRがウィルソン大統領の政策や政治姿勢に極めて批判的であ
ったのは事実であるが、それだけで彼らの行動の説明するのは
あまりに安易ではなかろうか。
第一に、彼ら二人は共和党上院議員全体に強力な支配権を及
ぼしていたわけではない。党議拘束もなく、それぞれが一国一
城の主として活動する米国の上院議員が一リーダーの私怨のみ
で行動していたというのは余りにも反対派の議員に対して侮辱
的であろう。また彼らはかつてウィルソン大統領を産んだ選挙
の過程でタフト派とTR派に別れて戦った経緯があり、領袖の指
令で一枚岩の反対票を投じるような状況下には全くなかった3。
そもそも、共和党穏健派を象徴するタフトは、審議前の段階に
おいて「規約を上院が受け入れやすい表現に改めた方が良いだ
ろう」との好意的助言をウィルソンに行っているのだ4。また、
反対派の中には、民主党の上院議員（後述する「非妥協派」に
参加したJames A. Reedなど。彼は次の選挙の際、民主党内の
ウィルソン派の「党派心」によって「裏切者」と攻撃されてい
る5。）も若干名おり、党派対立のみで捉えるのは短絡的と評さ
ざるを得ない。
第二に、講和条約についてのTRとロッジを始めとする有力者
たちの議論は1918年11月の選挙とは別個に始まっており、彼
らの国際連盟問題についての議論を個別の国政選挙を結びつけ
た形で理解することは困難である6。1919年の議会での戦いに
おける反対派の勝利が1920年のハーディングの大統領選挙を有
利にするための党派的な動機によるものであったと述べるの
は、結果として議会論戦でハーディングが存在感を高めたとは
いえ、その時点では国際連盟加盟を阻止することが国民の支持
に繋がる確証はなかったことから（「条約案朗読に二週間、公

聴会に六週間」といった引き延ばし戦術は当初の世論の風向き
が読み切れないがための手段であった7）、無理がある主張と言
わざるを得ない8。
第三に、反対派の条約原案に対する態度には、僅かな留保で
良しとする議員達（穏健留保論者）から、多くの留保を加えね
ば批准は不可であるとする議員達（厳格留保論者）や、絶対的
な反対派（非妥協派）に至るまでの差があったものの、最終的
に勝利した形となった「非妥協派=Irreconcilables」は反対派
の中では少数派であり9、留保論者の多数はウィルソンさえ何点
かの妥協を行えば米国の国際連盟への参加を承認する意図があ
ったという事実を「党派心」の説では説明できない10。
これらのことから、ロッジ達反対派の行動の動機を「党派
心」の次元のみで説明する議論は誤りであると断じざるを得な
い。こうした説は、様々な問題があったとしても国際連盟の創
設自体は是とする風潮もしくは信念から11、反対派の行動を誤
った近視眼的な行為であったと解したがったが故の産物ではな
いだろうか12。
もちろん、自分たちの主張が正しいと信じているウィルソン
支持者達の視点からは「彼ら（ロッジ達）は『連盟構想は大統
領を葬るために神が与えた千載一遇のチャンスである』としか
考えない」としか理解できなかったが13、それは客観的な立場
からの評価とは言えないであろう。
それでは、別の観点からは彼らが反対した動機はどのような
ものと解されているのであろうか。G・ジョン・アイケンベリー
によれば、TRとロッジが反対に回ったのは「この連盟に加盟す
ると、米国が世界各地の軍事的介入に関与することになる」と
危惧したからだという。彼らは米国の権威を損なうような「守
れないような約束をしてはいけない」と考えており、そのため
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に原案のままでの国際連盟への加盟に反対の立場を取ったのだ
という14。たしかにTRは大戦中からそのように主張しており、
首尾一貫している。
「條約や海牙（ハーグ）平和会議の決議や其他で約束したこ
とは、個人間の約束と同じで、之を履行してこそ初めて其価値
が現はれるのである。最初向ふ見ずに約束をするのは、其約束
を守ることに無頓着なのと、事実上殆んど全く同様に有害であ
り不正である。個人間の場合に於けると同じく、国家の間に於
いても亦然りと云はざるを得ない。几帳面な人間は容易に約束
をしないが、其代り一旦約束をしたら、必ず之を守るのであ
る。15」
こうした動機の理解は、その判断の当否とは別に、反対派も
米国に対する愛国心と純粋な政策への懐疑により行動していた
ことを示しており、より説得力がある。では、焦点となった
「第10項」を始めとした条約の一部が危険な内容であると判断
されたことだけが連盟反対論の本質なのであろうか。

２. 反対論の形成過程

　連盟構想についての議論は、TRやロッジにおいては早い時期
から行われている16。それは、元々TR自身が独自の連盟構想を
持っていたからである17。しかし、TRの考えていた連盟とウィ
ルソンの提案した連盟はその性質を全く異とするものであっ
た。ウィルソンの連盟が対等な諸国家間の上位に位置する超国
家的な機関を想定していたのに対し、TRの考える連盟はあくま
でも大国の軍事同盟の延長線上に位置づけられるものであった
18。TRの言葉を借りれば、ウィルソンの連盟は100年前のアレ
クサンドル皇帝の神聖同盟の繰り返しに過ぎなかった19。それ

に対してTRの連盟はウィーン体制下での四国同盟、五国同盟の
ような認識で捉え得ることができる。それ故に両者は同じく平
和を希求するための諸国家の連盟（League of Nations）とい
う言葉を用いながらも、全く異なる意味でそれらを設置するべ
きと主張していたのである。そのため、「ウィルソンの連盟」
の形が露になってきた時点で、TR達はそれが自分たちの想定し
ていたものとは全く異なる　－無益なものであればまだしも－　
有害なものとなりかねないと判断したのである。
　連盟についての上院での議論は「第10項」の問題、集団安全
保障が米国に遠隔地での参戦義務を課すのではないか、という
点が中心となったが、反対論の焦点は集団安全保障制度自体が
想定された通りに機能するか否かについてではなく（後年のエ
チオピアやチェコスロバキアでは全く作動しなかった）、集団
安全保障の論理が「モンロー・ドクトリン」を損なう可能性が
あるか否かにあった。初期の議論は、連盟は神聖同盟的なもの
であるべきか四国同盟的なものであるべきか、旧中央同盟国や
共産ロシアの参加を認めるか否かという理念的な応酬に終始し
ていたが、ドイツの降伏後にウィルソンの連盟案が具体化され
てくると、1918年11月26日の手紙でロッジは、TRに「ウィル
ソンの国際連盟がモンロー・ドクトリンを危険に晒す可能性が
ある」という、米国の死活的国益に直結する重大な警告を発し
た20。ここから、まず両者の間における問題認識の共有が進展
し、それが反対派の形成に繋がっていったのである。
　元来、1823年のモンロー・ドクトリンは、両大陸の相互不干
渉と米州の再植民地化を許さないと訴えた一方的な宣言に過ぎ
なかったが21、米国の国力が向上するにつれて拡大解釈と再定
義がなされ、米州諸国に対する米国の指導的地位を担保する根
拠と化していた。1909年までのTR政権は特にその過程に深く
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関与し、自国の南米諸国への力の行使を「国際警察力」と称
し、その根拠に再解釈されたモンロー・ドクトリンを据えたも
のである22。そういった経緯もあり、連盟加入がモンロー・ド
クトリンを危機に晒す可能性があるということは、彼らにとっ
ては到底許容できることではなかったのである。それは彼らの
政治家としての過去の仕事が否定されるからといった次元の問
題ではなかった。米国が19世紀を通じて確保してきた中南米諸
国に対する覇権と、パナマ運河の安全確保という米国の安全保
障上の死活的国益が危機に晒されてかねないという認識からで
あった。12月2日、TRはKansas City Star紙への寄稿文におい
て、遠方において自国の若者を死なせるなという情緒的なアピ
ールを交えつつ、モンロー・ドクトリンの死守を訴えている。
TRは年明けの1919年1月6日に死去するが、1918年の11月
21日には彼の見舞いにタフト、ロッジ、ルート、ホワイトらが
直接訪問し、国際連盟構想についての問題点の意見交換を行う
など、死の直前までロッジを始めとする共和党の有力議員らと
意見交換を行っており23、国際連盟加盟反対論の論理の基本線
はTRを中心とするインナーサークルによって形成されたと判断
することができる。ロッジ自身がそのことを認め、二人の認識
は完全に一致（entire agreement）していたと述べており、特
にそれを疑う動機も証拠もない。ただし、彼は自分の1919年の
政治行動はあくまでも自己の責任と判断で行った行為であると
も後に記している24。
もちろん、公的な立場を意識しての発言だろうが、1919年の
議会での闘争が始まる前にTRは死去していたのだから、そこは
彼の主張通りなのであろう。議会におけるロッジの行動はTRの
指示に盲従したまでだという解釈は、TRを過大に、そしてロッ
ジを過小に評価していると言わざるをえない25。そもそも、先

述したとおり、資料で確認できる限りにおいては、ウィルソン
の国際連盟構想がモンロー・ドクトリンを危険に晒す可能性が
あるという核心部分を先に警告したのはロッジの側からであっ
てTRからではないのである。だが、ロッジが発した警告を敏感
に受け止め、その認識を共有できる上院議員達の紐帯を形成す
ることにおいて中核的な役割を果たしたのは元大統領という権
威者であるTRであり、ロッジはそれを遺産として引き継ぎ、議
会での勝利に繋げることができたのである。その意味では彼ら
の二人三脚が、米国の国益を危険に晒す形での連盟加盟を防ぐ
という政治的大戦果に繋がったのだと言えよう。

３. 普遍的な利益と個別的な国益の対立

　国際連盟加盟をめぐる政治的対立におけるロッジの最大の危
惧はモンロー・ドクトリンについてであり、議会における論戦
で特に焦点となったのはそれを含む「第10項」の集団安全保障
であった。では、ウィルソンとロッジの対立点は個別の政策課
題についての方向性の相違に過ぎず、互いの誤解を解き、不承
不承ながらも妥協点を見出すことで、合意の形成を図ることが
可能な問題であったのだろうか。
ある提案を議会で通すことが困難な場合、相手の修正要求を
丸呑みすれば、大抵の場合議案自体は通過させることが可能で
ある。1919年の場合、ウィルソンはハウス大佐やヒッチコック
から譲歩を勧められたにもかかわらず、妥協することを拒否し
たが26、それは単なる戦術的な見誤りであって、実際には修正
に応じることも可能であったのだろうか。あるいは逆にロッジ
が譲歩することも可能だったのだろうか。
　筆者は、それは不可能であったと考える。なぜならば個々の
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論点の背景にある基礎的な国際政治に対する認識がTRやロッジ
とウィルソン達とでは全く異なっていたからである。国際連盟
の構想自体は、普遍的な価値観によって形作られていた。そう
でなければ諸国家がそれに自主的に加盟することは望むべくも
なかっただろう。だが、普遍的な価値観は、常に個別の国家の
利益と一致するとは限らない。そうした両者の不一致をTRとロ
ッジは認識していたが、ウィルソン達は認識していないか、あ
るいは直視していなかった27。それ故に、反対派の論理は、普
遍的な価値と米国の利益が矛盾した場合に、普遍的な価値が優
先されれば米国の国益が損なわれるとの考えから、ウィルソン
の連盟構想に原案で参加することを許容できなかったのであ
る。ロッジ達が条約に留保条項を付けようとした部分とは、そ
のような利益相反時に国益を確保するためのものであった。た
とえばロッジによる14か条の要求項目（1919年11月6日）にも
挙げられた、連盟から脱退する手続きにおいて、その際課せら
れる義務についてはアメリカ議会が判断するべきとの要求は、
連盟の意思決定が米国の死活的国益と矛盾した時に国益を守る
ための退路の確保である。
そして、米国の国益が立脚していると広く認識されていたモン
ロー・ドクトリンは普遍的なものでは全くなかった。ウィルソ
ンはモンロー・ドクトリンと国際連盟規約の間には矛盾が生じ
ないと主張するために、それが普遍的な国際関係の基礎であり
「連盟の前身」であると主張したが28、さすがに無理がある主
張であったと言わざるを得ない。その主張に対してロッジが反
論したように、モンロー宣言はどこまでも地域的な宣言であ
り、米国の政策にとっての道具であり、アジアやアフリカの
国々には関係のないものであった29。
　故に、TRは普遍性を有する国際連盟に参加することで、米国

が欧州の問題に関与することとなるのであれば、欧州の国々が
メキシコやカリブ海、特にパナマ運河についてもなんらかの発
言権を持ちかねないということを論理的に指摘して、それが米
国の長年追求してきたモンロー・ドクトリンに基礎づけられた
国益に明確に反すると警告していた30。この核心部分について
の問題意識は「党派的」なものではなく、ウィルソン政権の国
務長官であったランシングによっても早くから指摘されていた
ものである31。
　また、普遍的な超国家機関の存在は、それにどれだけ制約を
つけたとしても加盟国との間に擬似的な上下関係を生じさせ、
それによって課された義務が、－実際に了承されるかは別とし
て－　下達されることは今も昔も米国人の一般的な感覚から言
って承服しにくいものではあった32。それを承けてハーディン
グは「大統領は米国の独立を売り渡した」と指摘したのであり
33、ロッジは意味のある義務の全てに留保をつけることによっ
て、「自己の運命の支配者であり続けたい」と主張したのであ
る34。彼らのこうした発言は、政治家として院外を含む利害関
係を意識した打算的ものであるかもしれないが、仮に彼らの心
底がそうであったとしても論理的帰結と彼らの私的な立場はこ
こでは特に矛盾しない35。
　この普遍的なるものと個別的な国益の対立は、互いが自国の
利益を追求する主権国家体制の下では本質的に克服不可能な問
題であり、今現在もその状態は変化していない。国際連合と米
国との間で見解の相違がある時に、米国が国際連合の意思を受
け入れることは通常考えられないことである。ただ、現在は米
国を始めとする大国の受け入れ不可能な重要問題は、安保理に
おいて拒否権で否決できるという知恵によって36、国際連合と
大国は致命的な破局に至ってないだけのことである。このよう
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な根源的な対立は、ウィルソンが議会対策のために国際連盟規
約に挿入したモンロー・ドクトリンに関する第21条のような弥
縫策によってはそもそも対応可能なものではなかったのだ。
この国際連盟規約第21条は、加盟国の平等という普遍的な観
点からは甚だしい矛盾と問題を抱え込んだ条項であった。後
日、コスタリカ政府による「自国が了解した覚えのない『モン
ロー・ドクトリン』とはいかなる地域的了解なのか」との照会
に対して、連盟理事会はその意義や解釈を回答することができ
なかった37。また、日本が満蒙に対する「特殊権益」を主張す
るにあたってもこの第21条の考え方が援用されることが予想さ
れたため（その危惧は全く正しかった）、パリ講和会議の席上
で中国代表の顧維鈞はこの条項の挿入に激しく抵抗したもので
ある38。ちなみに、モンロー・ドクトリンをいかに解釈すべき
かについてのロッジの見解は極めて明白であり「アメリカ合衆
国だけがそれを解釈でき、他の国が解釈し干渉することは許さ
れない」というのが彼の主張であり39、アメリカの国策でもあ
った40。
ウィルソンが普遍的なものと米国の国益との間には矛盾が無
いと真に信じていたのかは不明であるが、少なくとも彼はいく
ら論難されてもそう主張したがために、この国際連盟加盟問題
におけるロッジとウィルソンの主張は互いが公的な動機に基づ
いて行動する限り、本質的な部分において歩み寄ることが不可
能であったと言える。

　４. 議会反対派の構成と駆け引き

　1919年の上院における連盟原案への反対派は大きく三つのグ
ループに分けることができた。ケロッグ等の国際主義的な「穏

健留保派」とロッジらの「強硬留保派」、それとボラー達「非
妥協派」の三派である。
　この国際連盟加盟問題におけるウィルソンへの非難は、これ
ら三派に対する議会戦術的な側面に多くが割かれている。穏健
留保派を取り込むような妥協や説明ができないままに「反対者
は平和の敵」と決めつけることでルートを怒らせ41、「身の回
りにハイフンを持つ者（外国系アメリカ人のこと）は誰でも用
意があるときはいつもこの共和国の生命に突き刺すことのでき
る短剣を持っている」と放言してはアイルランド系市民を敵に
回したように42、彼の独善的な言動が逆に反対派を団結させる
こととなってしまったというものである。「非妥協派」のブラ
ンデジー議員は後になって「ウィルソン自身が条約打倒のため
に全力を尽くしたのであり、我々は彼に依存していた」とロッ
ジに述懐し、ロッジは「その通りだ、彼（ウィルソン）の努力
無しでは条約は上院で批准されていただろう」と返している
43。ウィルソンの政治外交全般に対するアプローチを強く批判
する言動は、国際政治学におけるいわゆる「リアリズム」の論
者からなされているのであるが44、それらのいずれも彼の現状
認識の貧困さを指摘するものの、国際連盟の創設そのものが誤
りであるとまでは言い切っていない。それは、国際連盟の後身
である国際連合が、今なおロッジとウィルソンの間で問題とな
った事柄を解決できないままでありながら、なおも厳然と存在
していることを憚ったのであろうか。
　さて、1919年の反対派に論を戻すと、ロッジは上院の委員長
という立場から三派の領袖として彼らを糾合すべく活動した
が、そのためにロッジ自身の考えが那辺にあったのかというの
は分かり難くなっている。というのは、彼は「穏健留保派」を
ウィルソン達に切り崩されないようにするために「非妥協派」
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に接近することができず、かといって過度に妥協的な姿勢を見
せれば、自らを「死の大隊（Battalion of Death）」と称する
「非妥協派」や自分の属する「強硬留保派」の支持を失いかね
ないため、どうしてもその言論は政局的なバランスを意識した
ものにならざるを得なかったからである45。そうした困難の中
で1919年11月19日の採決をもって、ウィルソンの連盟の原案
批准の阻止という政治目標を成し遂げた議会政治家としての力
量は高く評価できるものの、他方で彼が本質的には国際連盟構
想にどういった考えを有していたのかの理解を難しくしてしま
った。
　そのため、ロッジの本意が那辺にあったのかについては彼の
死後、親族間においても見解が分かれている。ロッジの長女で
あるクラレンス・ウィリアムはロッジの本意は最初から「非妥
協派」と全く同じだったと断じている。つまり、彼の留保案は
あくまでも国際連盟構想を破滅させるための駆け引きの道具に
過ぎず、それを本気で成立させようとは意図していなかったと
いうことである。それに対し、後に政治家となった息子のロッ
ジJrは、米国の国際連盟への不参加の経緯が批判的に評されて
いたことから、父を政治的に「弁護」するため、父はあくまで
もそれがその時の最善の道だと信じて留保案を提出していたの
だと強く反論している46。
　これらの見解のいずれが正しいのだろうか。情況証拠の類か
らは長女の見解の方に軍配を上げざるを得ない47。先行するTR
の見解と、それと認識を共有していたロッジの理解ではウィル
ソンの国際連盟は100年前の神聖同盟と同様のものに過ぎず、
世界に対してそれほど大きな貢献はできないであろうというも
のであった48。その連盟から留保によって彼らの指摘する危険
性を除去したところで、そもそもさほど役に立つまいという認

識や実際の結果が変化するとも思われず49、役に立たないと思
っているものを、わざわざ作り上げることにそれほどの熱意が
あったとも思えない、との類推は自然な見方ではあるまいか。
また、留保付で国際連盟に加盟することが真に良いことである
と考えていたのであれば、この時の加盟問題が流れた後にも留
保案を再度提議して米国の国際連盟加盟を考慮しようとしたは
ずだが、1920年3月19日の留保案に対する再投票を最後として
そのような熱意は見られず、ハーディング政権によって米国の連
盟不参加が固定化されたことについて特段の異議を唱えていな
いことも、ロッジの真意が「非妥協派」により近いものであっ
たことの傍証足り得るであろう。
　ただし、「非妥協派」とその短期的な政治目標を同じくした
とはいえど、ロッジやTRはボラーなどの「非妥協派」の面々
と、なぜ国際連盟加盟が受け入れられないかという理由の底流
を同じくしていたとは言い難い。この時期のボラーは帝国主義
的な政策全般に反対する立場から、連盟が英仏の既得権益を保
証し、それに米国が加担することになりかねないという視点か
らウィルソンの国際連盟構想に熱心に反対していたのであって
50、バランス・オブ・パワーの観点から、大戦中の軍事同盟の
延長で世界秩序を制御し、その中で米国の国益を確保しようと
構想していたTRとロッジの考え方とは根底において相容れない
ものがあった51。そのため、ボラーはロッジが自分達を裏切っ
て留保案を成立させてしまわないかを終始懸念しており52、そ
ういう意味では目的を同じくしていたにもかかわらず、この仮
初の同盟関係には不信感と緊張感が漂っていたと評さざるをえ
ない。

18

S S G VOL.3



５. おわりに

　本稿がこれまで検討してきたことにより、国際連盟加盟問題
を巡る1919年の対立の本質的な背景が、普遍的な利益と個別的
な国益の対立についての根源的な認識の違いであり、それを象
徴的に示していた論点こそが「モンロー・ドクトリン」であっ
たと示すことができた。また、反対派の中核となったTRやロッ
ジの危機感と共通認識の形成過程に新たに着目することを通じ
て、ロッジの行動の目標が那辺にあったのかについて、決定的
ではないかもしれないが、一つの見解を示すことができた。そ
れにより、反対派の動機をいたずらに「党派心」で説明しよう
とする見解に対して、より純粋な政治的論理の問題からの批判
であったという指摘をなすことができたと考える。
もちろん、現実政治における対立が純粋な理念上のものであ
り得るのか、より次元の低い利害、駆け引きや感情の産物とい
う側面もあるのではないか、という批判も成り立つであろう。
現実政治における対立や妥協には、不合理な出来事が多々見ら
れることからもそのような指摘は当然に起き得る。だが、それ
はケース・バイ・ケースであり、一つ一つの政治事件を深く掘
り下げて検討していくことで判断できるとしか述べようがない
ものである。だが、今回焦点を当てた政治事件を検討した限り
においては、反対派首脳陣における問題意識の形成過程で浮か
び上がったのは外交政策における理念上の疑義が中心であっ
た。また、彼らの行動がその時点では彼ら自身やそのグループ
の政治的な利益に結びつくか否かも不明であったことから、本
稿は公的な懸念を反対派首脳陣の主たる行動の動機であると位
置づけ、二次的人物を交えた駆け引きや感情の発露は、その目

的達成のための下位的な手段と解したのである。
　この国際連盟加盟問題を検証することの意義は、ある国の一
政治事件の歴史的な経緯の詳細を単に解き明かすことだけにあ
るわけではない。対立のロジックとその背景を整理することに
よって、現在の国際連合を巡る否定的な議論、特に「国民の代
表者たる米国議会の権限が及ばない「顔のない国際官僚」たち
が米国の主権を侵害する」というアメリカにおいて広く共有さ
れている反国連感情の源流がここに始まると説明できることか
ら53、個別の国益と超国家的機関の軋轢を考える上での示唆を
今なお与え続けるということにあるのである54。
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49 長沼秀世『ウィルソン　国際連盟の提唱者』山川出版社、
2013年、2頁
50 戸波徹雄(3) 8-10頁
51 戸波徹雄(2) 22-23頁
52 戸波徹雄(2) 20頁、(3) 15-16頁
53 中山俊宏「アメリカにおける「国連不要論」の検証」（『国
際問題』2003年10月号所収）12-13頁。現在の米国における国
連不信の源流がここにあるとの議論が要約されている。
54 この一連の国際連盟加盟問題における反対派の主張を「自己
例外主義」であるとし、それが近年の国際連合と米国の関係に
おける「単独行動主義」の源流であるとする指摘も存在する。
（最上敏樹『国連とアメリカ』岩波新書、2005年、63-65頁）
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